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2022 年度 政策・制度予算要請について 

 

 貴職の日頃よりの市民生活の向上にむけた行政運営・諸施策の推進に敬意を表し

ます。 

 

 私たち連合大阪 大阪市地域協議会は、大阪市域で働く者を代表する組織として、

暮らしの底上げや格差是正など、働く者が公正に報われる社会の実現に向け、様々な

活動に取り組んでいます。 

 そうした活動の一環として、コロナ禍によって急速に高まった社会不安を払拭す

るとともに、誰もが安心して働き生活できる元気な大阪を創り上げていく観点から、

生活者・勤労者の視点で議論を重ね、このたび「2022 年度政策・制度予算要請」を

まとめました。 

 

 さて、大阪経済は、業種・業態による違いはあるものの、下押しされた状態が依然

として続いており、有効求人倍率 1.17 倍、完全失業率 3.9％（2021 年 6 月現在）と

未だ厳しい状況が続いています。これらの影響は、特に有期、短時間、契約、派遣や

女性、外国人など、弱い立場で働く者へより一層強く出ています。 

 また、新型コロナ感染症については、多くの都道府県で長期間発出されていた緊急

事態宣言も 9 月末をもって解除されましたが、大阪においては人口当たりの死亡者

数が、全国で最も多くなっており、再び感染者増加が見込まれる冬場に向け、大阪で

のコロナ対策などについて、しっかりとした検証と対策が求められています。  

 

 今回の要請内容は、「雇用・労働・ワーク・ライフ・バランス施策」「経済・産業・

中小企業施策」「福祉・医療・子育て支援施策」「教育・人権・行財政改革施策」「環

境・食料・消費者施策」「社会インフラ施策」に加え、「新型コロナウイルス感染症対

策関連施策」の 7 点 54 項目と、大阪市地域協議会独自 13 項目を加えて 67 項目とし

ています。新型コロナウイルス感染症対策の強化や感染拡大抑制へ向けた措置によ

り財政状況が厳しい中ではありますが、 2022 年度の大阪市政の施策に、ぜひとも反

映していただきたく要請いたします。  

以 上 
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2022 年度 大阪市政策・制度予算要請 

 

１.雇用・労働・ＷＬＢ施策  

 (1)雇用対策の充実・強化について 

  ①大阪雇用対策会議の開催に向けて 

 (2)就労支援施策の強化について 

  ①地域での就労支援事業強化について 

  ②障がい者雇用の支援強化について 

 (3)男女共同参画社会の推進に向けて 

 (4)労働法制の周知・徹底と法令遵守・労働相談機能の強化について  

  ①「同一労働同一賃金」と「パワハラ防止義務」の周知・徹底について  

  ②外国人労働者が安心して働くための環境整備について 

 (5)治療と職業生活の両立に向けて 

 

２.経済・産業・中小企業施策  

 (1)中小企業・地場産業の支援について 

  ①中小・地場企業への融資制度の拡充について 

  ②事業継続計画（BCP）策定率の向上に向けて 

 (2)取引の適正化の実現及び相談体制の強化に向けて 

 (3)公契約条例の制定について 

 

３．福祉・医療・子育て支援施策  

 (1)地域包括ケアの推進について 

 (2)予防医療及び健康づくりのさらなる推進について 

 (3)医療提供体制の整備に向けて 

 (4)介護サービスの提供体制の充実に向けて 

  ①介護労働者の処遇改善と人材の定着 

  ②地域包括支援センターの充実と周知徹底について 

 (5)子ども・子育て施策の着実な実施に向けて 

  ①待機児童の早期解消に向けて 

  ②保育士等の確保と処遇改善に向けて 

  ③地域子ども・子育て支援事業の充実に向けて 

  ④企業主導型保育施設の適切な運営支援について 

  ⑤子どもの貧困対策と居場所支援について  

  ⑥子どもの虐待防止対策について 

 

４．教育・人権・行財政改革施策  

 (1)指導体制を強化した教育の質的向上に向けて 

 (2)奨学金制度の改善について 
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 (3)労働教育のカリキュラム化について 

 (4)人権侵害等に関する取り組み強化について  

  ①差別的言動の解消に向けて 

  ②多様な価値観を認め合う社会の実現に向けて 

  ③就職差別の撤廃・部落差別の解消に向けて  

 (5)大阪市の財政状況と今後の税収見込みについて 

 

５.環境・食料・消費者施策  

 (1)フードバンク活動の課題解決と普及促進について 

 (2)消費者教育としての悪質クレーム（カスタマーハラスメント）対策について  

 (3)特殊詐欺被害の未然防止の対策強化について 

 

６.社会インフラ(住宅・交通・情報・防災)施策  

 (1)交通バリアフリーの整備促進について 

 (2)安全対策の向上に向けて 

 (3)キッズゾーンの設置に向けて 

 (4)防災・減災対策の充実・徹底について 

 (5)地震発生時における初期初動体制について  

 (6)集中豪雨等風水害の被害防止対策について  

  ①災害危険箇所の見直し及び防災意識の向上と啓発について  

  ②災害被害拡大の防止について 

 (7)公共交通機関での暴力行為の防止とその対策について 

 (8)交通弱者の支援強化に向けて 

 (9)持続可能な水道事業の実現に向けて 

 

７．新型コロナウイルス感染症対策関連施策  

 (1)感染拡大防止に向けた対策強化について 

  ①医療提供体制の強化について 

  ②感染者受け入れ体制の強化について 

  ③ＰＣＲ検査の拡充について 

  ④感染防止のための支援拡充について 

  ⑤緊急事態宣言等の発令に伴う説明と周知について 

  ⑥ワクチン接種体制の強化について 

  ⑦保健所機能の強化について 

  ⑧感染者等への誹謗中傷やパワハラ・差別的扱いの禁止について  

 (2)新型コロナウイルス感染症対策に関する支援の強化について  

  ①雇用調整助成金特例措置の継続について  

  ②新型コロナウイルス感染症拡大における各種支援制度の支給迅速化について  

  ③生活困窮者への支援について 

  ④事業所支援の拡充について 
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８.大阪市地域協議会独自要請  

 (1)大阪市地域協議会独自要請 

  ①「まち･ひと･しごと創生法」の理念に基づく創生戦略について  

  ②労働相談機能の強化と労働関係法令の遵守について 

 (2)経済・産業・中小企業施策 

  ①コロナ禍による経済のダメージの軽減と再生に向けての支援の実施について  

 (3)福祉・医療・子育て支援施策 

  ①地域医療の充実、健康で暮らせる地域社会の実現 

  ②市民病院の地域拠点病院としての安定的な運営について  

  ③休日急病診療所の充実と増設を診療時間の拡大について  

  ④公衆衛生研究所の機能充実について 

  ⑤児童いきいき放課後事業について 

  ⑥コロナ禍の中における、社会のセーフティネットの再構築について 

 (4)教育・人権・行財政改革施策 

  ①すべての子どもたちに教育を保障すること  

  ②教育費・医療費の完全無償化について 

  ③子どもたちの学習環境整備について 

 (5)社会インフラ（住宅・交通・情報・防災）施策   

  ①魅力ある「まちづくり」の進展について  
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１.雇用・労働・ＷＬＢ施策 

(1)雇用対策の充実・強化について 

 ①大阪雇用対策会議の開催に向けて 

 新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言やまん延防止等重点措置が発

令され、業界によっては相当な打撃を受けている。  

 早急に大阪雇用対策会議の実務者会議を開催し、各構成団体のコロナ対策の取

り組みを共有するとともに、有期・短時間・契約・派遣等で働く労働者や社会的

弱者への支援も含め、行政・経済団体・労働団体が一体となった対策を早急に講

じること。 

 

(2)就労支援施策の強化について 

 ①地域での就労支援事業強化について 

 「大阪就職氷河期世代活躍支援プラットフォーム」で示された就職氷河期世代

を含む、就職困難層に対する「地域就労支援事業」について、コロナ禍における

労働環境の悪化を踏まえ、雇用創出・確保に向けた取り組みを強化すること。 

 併せて、「地域労働ネットワーク」の活動を活性化させ、雇用の維持や働き方

改革の推進などをつとめ、地域の労働課題の解消を進めること。  

 

 ②障がい者雇用の支援強化について 

 本年 3 月より法定雇用率が引き上げられ、対象となる事業主の範囲が「従業員

43.5 人以上」に広がり、確実な対応が求められている。  

 法定雇用率達成に向けた施策の具現化と併せて、本人の意思を尊重した合理的

配慮や相談体制を充実させる施策を進めること。また、中小企業における障がい

者雇用の推進のため、特に障がい者の受入実績がない「雇用ゼロ」に対する雇用

前後の支援を強化すること。 

 

(3)男女共同参画社会の推進に向けて 

 2021 年 3 月に策定された「「大阪市男女共同参画基本計画～第 3 次大阪市男女

きらめき計画～」（2021 年度～2025 年度）に盛り込まれた各種施策が着実に実施

されるよう、関係部門が連携した取り組みを行うこと。  

 とりわけ、大阪市民に対し、本プランをアピールするためのリーフレットの作

成やホームページ、ＳＮＳなどでの情報発信を行い、男女共同参画社会実現に向

けた方針の理解促進に努めること。 

加えて、「女性活躍推進法」の趣旨があらゆる働く現場で認知されるよう関係先と

連携し、市内の事業者に対する働きかけを行い、2022 年に「一般事業主行動計画」

の策定対象事業者が従業員数 101 人以上の事業者に拡大されることに向けた周知

活動を積極的に行うこと。 

 

(4)労働法制の周知・徹底と法令遵守・労働相談機能の強化について  
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 ①「同一労働同一賃金」と「パワハラ防止義務」の周知・徹底について 

 働き方改革関連法に関して、本年 4 月より「同一労働同一賃金」が中小企業に

も適用され、「パワハラ防止法」についても努力義務期間を設けたうえで、 2022

年 4 月から防止措置が義務化される。中小企業は労務管理が脆弱なこともあり、

支援体制を充実・強化すること。 

 

 ②外国人労働者が安心して働くための環境整備について 

 地域で働き暮らすすべての外国人に対し、労働関係法令や生活に関する情報を

多言語で提供するとともに、母国語による相談・支援体制を整備・拡充すること。

さらに、働き生活するうえで必要な日本語能力を身につけるため、外国人労働者

に学習の場の提供などについて検討すること。 

 加えて、外国人技能実習生や特定技能実習生の受け入れ企業に労働法令等を順

守させるとともに、労働条件について使用者と対等な交渉ができるよう、支援を

強化すること｡ 

さらに、新型コロナウイルス感染症に係る情報提供については、分かりやすい日

本語を始めとする多言語による最新の情報提供に努めること。  

 

(5)治療と職業生活の両立に向けて 

 新型コロナウイルスによる重症化リスクが高いとされる基礎疾患を抱えながら

働く者への配慮を含め、治療が必要な疾病を抱える労働者が業務によって悪化さ

せること等がないよう、また、離職することなく安心して働きながら治療するこ

とができるよう関係機関と連携し、相談窓口や治療と仕事の両立支援に関する施

策を広く市民に周知すること。 

 加えて、テレワークの普及等による新たな働き方にも対応した両立支援が実施

されるよう検討すること。 

 

２.経済・産業・中小企業施策 

(1)中小企業・地場産業の支援について 

 ①中小・地場企業への融資制度の拡充について 

 コロナ禍による中小・地場企業の経営実態を見極め、中長期にわたる安定的な

融資・保証制度を確実に実行するとともに、煩雑な手続きにならないよう、利用

者の視点で迅速かつ効果的な制度を実施すること。さらに、極めて厳しい状況に

ある中小企業に対しては、給付型の支援や融資枠を拡大するなど検討し、予算措

置を国に求めること。 

 

 ②事業継続計画（BCP）策定率の向上に向けて 

 帝国データバンク大阪支社の本年 5 月調査によると、大阪府の BCＰ策定割合

は、16.1％と昨年より 0.8 ポイント上回ったものの、全国水準（17.6％）よりも

低く、企業規模別で見ると、近畿では大企業と中小企業の差が 2 倍以上となって
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いる。各地で頻繁に起こる自然災害や感染症の拡大により、策定の意向は高まっ

ているものの、引き続き、関係先とも連携を強化し、策定のスキルやノウハウ、

メリットを広く周知し、策定率を向上させること。また、BCP 策定に優遇措置を

与えるなど策定率向上に向けた対策を講じること。  

 

(2)取引の適正化の実現及び相談体制の強化に向けて 

 サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正な分配の実現に向けて、「働

き方」も含めた取引の適正化、下請法等関係法令の強化とその遵守の徹底、大企

業・親事業者の働き方改革に伴う下請等中小事業者への「しわ寄せ」防止のため

の総合対策の着実な実行など、関係機関と連携した指導・監視の強化を徹底する

とともに、コロナ禍が長期化することを踏まえてた相談体制の充実と対面以外で

の体制を構築すること。 

 

(3)公契約条例の制定について 

 公共サービスの質の確保、地域経済の活性化、地域における適正な賃金水準の

確保により、公契約のもとで働くすべての人の雇用・労働条件を守り、住民がよ

り良い公共サービスを受けられるよう、地域の活性化に有効である公契約条例を

制定し、公契約のさらなる適正化を推進すること。  

 

３．福祉・医療・子育て支援施策  

(1)地域包括ケアの推進について 

 住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう地域包括ケアの推進に向け、

質・量ともに十分な介護サービスの提供体制を整備するとともに、地域包括ケア

の整備推進に対し、利用者、医療保険者、被保険者の声が反映できる仕組みを構

築すること。加えて、市民に対し地域包括ケアに関する情報を積極的に周知する

こと。 

 

(2)予防医療及び健康づくりのさらなる推進について 

 大阪市健康増進計画「すこやか大阪 21（第 2 次後期）」を大阪市民にさらに広

くＰＲする取り組みを行うこと。 

 とりわけ、市民の特定健診や、乳がん検診、子宮頸がん検診等の受診率向上と

早期発見のために、いわゆる AYA 世代における積極的な受診を促すための取り組

みを強化すること。 

 また、市民が大阪市の事業や健康に関する情報などを気軽に入手できるよう、

ＳＮＳの活用など、保健医療関係団体や経済団体、労働団体などとも連携したキ

ャンペーンなどの具体的な取り組みを行うこと。  

 

(3)医療提供体制の整備に向けて 

 地域で安心して医療を受けられる提供体制を実現するため、地域や診療科ごと
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の医師の偏在を解消するための効果的な施策を実施すること。とりわけ、救急科

や産科、小児科など医師の不足が懸念される診療科の医師の確保に取り組むこと。 

 また、安全で質の高い医療体制を確保するため、医療機関における労働環境の

改善を図ること。さらに、慢性的な人手不足を解消するためにも、処遇や勤務環

境の改善、キャリアアップが可能な仕組みの確立、専門性の向上をはかる研修機

会の拡充などを積極的に実施すること。  

 さらには、潜在医療従事者が大規模災害など緊急時に復職できる仕組みや、新

型コロナウイルス感染症の患者対応やワクチン接種への従事などをきっかけに一

時的に復職した者が希望すれば本格的に復職できる仕組みを医療機関と連携し構

築すること。 

 

(4)介護サービスの提供体制の充実に向けて 

 ①介護労働者の処遇改善と人材の定着 

 今後、多くの人材が必要とされる介護労働の重要性に鑑み、介護に関わる多く

の機関と連携し、介護労働者の確保と定着、離職防止のために、処遇改善のため

の施策を検討すること。 

 また、潜在介護職員の復職支援研修や介護士をめざす人材への介護資格取得の

ための奨学金補助や住居費、介護実習費の支援を拡大すること。  

 さらに、事業所に対しては、労働法令等を順守させるとともに、サービス提供

責任者をはじめとする介護労働者に対する能力開発プログラムの拡充や定期的

な受講を義務付けることや、事業所による受講促進にかかる取り組みを評価する

等、キャリアアップの仕組みへの整備を支援すること。  

 

 ②地域包括支援センターの充実と周知徹底について 

 地域包括支援センターが地域のニーズに則し、一定の水準を確保した実効性あ

る機能を発揮できるよう支援すること。とりわけ、包括的・継続的な支援のため

の優秀な専門職員の確保は重要な課題であり、処遇改善を図るなど人材確保に向

けた施策を検討すること。 

 また、家族の介護や家事に追われ十分な学校生活を送ることができないヤング

ケアラーを確実に支援するために様々な機関と連携し、早期発見が可能な仕組み

を構築すること。さらに、労働者の介護離職を防ぐためにも、家族等が介護をし

ながら働き続けることをサポートする機能や役割を地域包括支援センターが持

つことについて、地域住民に認識してもらえるよう、さらなる周知・広報等に取

り組むこと。 

 

(5)子ども・子育て施策の着実な実施に向けて 

 ①待機児童の早期解消に向けて 

 待機児童の解消に向け、子ども・子育て支援事業計画の適切な見直しを行うこ

と。また、保護者の意向や状況を把握するとともに、潜在的な待機児童の把握と

事業所内保育、家庭的保育や小規模保育などの整備・充実をはかること。整備の
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際には、保育が適正に行われるよう、認可保育施設との連携などを行うこと。さ

らには、障がいのある児童の受入や、兄弟姉妹の同一保育施設への入所など保育

の質を向上させること。 

 

 ②保育士等の確保と処遇改善に向けて 

 支援を要する子どもをはじめ、子どもが心身ともに健やかに成長するために必

要な保育士や幼稚園教諭の要員を確保すること。保育士、幼稚園教諭、放課後児

童支援員などの労働条件と職場環境の改善を行うこと。  

 そのために正規・常勤での雇用、給与水準の確保、適正な配置、研修機会の確

保などを行うこと。加えて、離職した潜在保育士が復職するための支援を強化す

ること。 

 さらに、民間の保育事業者と行政との意見交換の場を設置することなどにより、

現場ニーズの把握や支援のあり方などについて検討し、保育の質の向上につなげ

ること。 

 

 ③地域子ども・子育て支援事業の充実に向けて 

 保護者の負担軽減に資するよう、病児・病後児保育、延長保育、夜間保育、休

日保育等、多様なサービスの拡充のための財政支援を行うこと。加えて、セーフ

ティネットの観点から、安易な公立保育所や市立幼稚園の削減を行わないこと。 

 病児・病後児保育を利用しようとする保護者がネットによる空き状況の確認や

予約が可能なシステムを整備すること。また、保護者の意向や状況の把握、多様

な保育サービスが実施できる施設の拡大に対応できるよう、保育士、看護師の確

保の支援を行うこと。 

 

 ④企業主導型保育施設の適切な運営支援について 

 企業主導型保育施設については、子どもの育ちと安全を保障するため、認定・

指導・監査などを徹底するとともに、認可施設への移行を進め、保育の質を確保

すること。 

 また、企業主導型保育事業における地域貢献の理念を徹底すること。さらに、

市町村や事業者、保護者の声を聞く等、新たな課題等が抽出できる仕組みを構築

するなど、保育の質を確保するための施策の検討を行うこと。  

 

 ⑤子どもの貧困対策と居場所支援について 

 「子どもの貧困」の解消に向け、教育の機会均等を保障するための経済的支援

を含む具体的な支援・取り組みを迅速に行う「大阪市こどもサポートネット」に

ついて、成果と課題を明らかにすること。 

 また、居場所の提供や生活習慣・育成環境の向上の取り組みも含め、生活困窮

者自立支援制度の子どもの学習・生活支援事業などを積極的に実施すること。  

 さらに、子供の居場所づくりの観点から、ＮＰＯや民間団体が運営する「子ど

も食堂」への支援策を拡充すること。加えて、「子ども食堂」、教育機関、民間企
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業などが連携したネットワークの構築などの施策を進めること。  

 

 ⑥子どもの虐待防止対策について 

 児童虐待相談件数が増加していることから、市民に対して「児童虐待防止法」の周

知を図ること。とりわけ国民の通告義務、児童虐待防止を呼び掛ける「オレンジリボ

ン運動」について、現在実施している啓発活動を拡大し、あらたな未然防止策を講じ

ること。また、増加する相談業務に適切に対応するため、児童福祉司、児童心理司、

相談員を増員し、児童虐待の予防的な取り組みや介入の徹底など「こども相談センタ

ー」の機能を強化すること。加えて、新型コロナウイルス感染拡大の影響により在宅

時間が増えることによる虐待事案も見られることから、学校との連携を強化し、早期

発見による未然防止に努めること。 

 

４．教育・人権・行財政改革施策  

(1)指導体制を強化した教育の質的向上に向けて 

 将来を担う子どもたちの教育環境を充実させるために、少人数学級による子ども

の学びの質を高め、定数改善により必要な教職員数を確保するとともに、産育休者や

病休者の代替講師を遅延なく配置すること。加えて、教員の長時間労働を是正するた

めの客観的な勤務時間管理を行い、「在校等時間の上限（月 45 時間、年 360 時間）を

遵守すること。 

 また、子どもの虐待や自死など課題が深刻化している状況をふまえ、すべての学校

にスクールカウンセラー（SC）及びスクールソーシャルワーカー（SSW）を早期に配

置すること。また、SC 及び SSW の十分な人材確保へ向けた養成・育成について取り

組むこと。 

 

(2)奨学金制度の改善について 

 給付型奨学金制度の対象者や支給金額の拡充を国に対して求めるとともに、「大阪

市奨学費」の拡充を図ること。また、従来からの支援制度のみならず、地元企業に就

職した場合の奨学金返済支援制度の創設を検討するなど、大阪市独自の返済支援制

度を検討すること。さらには、コロナ禍によって返済が困難な労働者に対する返済猶

予措置を講ずること。 

 

(3)労働教育のカリキュラム化について 

 ワークルールや労働安全衛生など、働くことに関する知識を深め活用できるよう、

高等学校における労働教育の充実、カリキュラム化を推進すること。また、選挙権年

齢が満 18 歳以上に引き下げられたことにより、これまで以上に社会人として必要な

知識を身に付け、社会を構成する一員としての意識を醸成するための主権者教育を

充実させること。さらに、そうした講義の講師については労働組合役員や退職者など

の経験豊富な外部講師を設定すること。  
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(4)人権侵害等に関する取り組み強化について  

 ①差別的言動の解消に向けて 

 人権が尊重され、誰もが互いの文化を認め合い、自分らしく生きることのでき

る多文化共生社会の実現をめざし、「大阪市ヘイトスピーチへの対処に関する条

例」の主旨を広く市民に周知するとともに、ヘイトスピーチをゼロにするために、

啓発、周知活動などに取り組むこと。 

 

 ②多様な価値観を認め合う社会の実現に向けて 

 LGBT 等のセクシュアル・マイノリティに対する偏見、差別の解消のため、SOGI

（性的指向と性自認）に対する社会の理解を進めるため、大阪府「性的指向及び

性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例」の主旨が、広く理解さ

れるように、大阪市においても条例制定を目指すこと。  

 加えて、「大阪市 LGBT リーディングカンパニー制度」、「大阪市性の多様性尊重

大賞」、「大阪市パートナーシップ宣誓証明制度」などの取り組みについて広く市

民への周知を図ること。 

 

 ③就職差別の撤廃・部落差別の解消に向けて 

 連合大阪は、大阪労働局に対して就職差別の撤廃にむけた要請を行っているが、

いまだ就職差別については根が深い問題である。就職を希望する場合、応募用紙

については「統一応募用紙」「厚生労働省履歴書様式例（2021 年策定）」を使用す

ることや、面接時における不適切な質問を行わないことなどを、企業や関連団体

等に対する指導・啓発を強化すること。 

 さらに、部落差別解消法について広く周知することともに、就職を控えた若年

層への就業前教育等で徹底するなど、あらゆる差別の撤廃にむけた施策を講じる

こと。 

 

(5)大阪市の財政状況と今後の税収見込みについて 

 大阪経済は、コロナ禍の影響により急速に悪化し非常に厳しい状況となってい

る。製造業を中心に回復の兆しもあるものの、インバウンド需要の消滅を背景と

して、飲食業・小売業などへの影響が色濃く表れている。さらには、運輸業など

にも強い影響がでており、市財政に繰り入れられるはずであった大阪メトロの株

式配当が今年度は行われないなどの報道もあった。  

 私たちは、こうした状況が、自治体の財政にも影響を及ぼすことを危惧してい

る。加えて、コロナ禍による財政出動により自治体の貯金ともいえる「財政調整

基金」からの支出も行わざるを得ない状況となっており、これらによる財政状況

の硬直化が長期間に及ぶのではないかと考えている。  

 自治体財政の硬直化による支出の削減や事業の廃止などは、市民生活に直接影

響することから、そうした影響を最小限にとどめることは当然であるが、市の財

政状況とそうした事がどの様な影響を及ぼすのかについて、市民に分かりやすい

周知を行うことが重要である。 
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 今後の中長期的な財政状況について明らかにするよう求めるとともに、財政調

整基金の現状についても明らかにすること。  

 加えて、国に対して新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を支出

するなどの財政支援を強力に求めること。  

 また、補正予算の編成にあたっては、二元代表制に異議をふまえ、専決処分で

はなく議会における議決によって執行することを基本とすること。  

 

５.環境・食料・消費者施策 

(1)フードバンク活動の課題解決と普及促進について 

 2019 年 5 月に成立した「食品ロス削減推進法」に則り、フードバンクに対する

支援を拡大すること。とりわけ「フードドライブ」による、フードバンク活動の

支援の実績について公表し広報・啓発に努めること。  

 また、コロナ渦におけるフードバンク活動団体が抱える課題を解決するための

相談窓口や活動の関係者で構成する協議体の設置を検討すること。加えて、活動

に対する社会的認知を高めるための啓発を強化すること。  

 

(2)消費者教育としての悪質クレーム（カスタマーハラスメント）対策について  

 「サービス等を提供する側と受ける側がともに尊重される消費社会」の実現を

めざし、一部の消費者による一般常識を超えた不当な要求や、異常な態様の要求

行為等の悪質クレーム（カスタマーハラスメント）の抑止・撲滅を推進すること。  

 具体的な取り組みとしては、消費者に倫理的な行動を促すための啓発活動や消

費者教育を行うこと。 

 

(3)特殊詐欺被害の未然防止の対策強化について  

 大阪市では、高齢者等が狙われる特殊詐欺の被害が多発しており、未然防止対

策の強化が求められる。特殊詐欺の新たな手口や形態を把握し、消費者に対する

迅速な情報提供や注意喚起を効果的に行うこと。  

 新型コロナウイルス感染症拡大に乗じた特殊詐欺が発生しており、新たな手口

への注意喚起を積極的に行うこと。また、特殊詐欺被害を防ぐための「自動通話

録音機」の無償貸し出しや、詐欺対策機能の備わった電話機の購入補助等の対策

を実施すること。 

 

６.社会インフラ(住宅・交通・情報・防災)施策 

(1)交通バリアフリーの整備促進について  

 公共交通機関（鉄道駅・空港等）のバリアフリー化促進と安全対策の充実のた

め、駅のエレベーターやエスカレーターの設置が進められている。これら設備の

維持管理・更新費用に対する財政支援措置を行うこと。特に、設置後の補修等の

財政的補助について検討すること。 
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(2)安全対策の向上に向けて 

 鉄道駅の転落事故等を防止するためのホームドア・可動式ホーム柵の設置がさ

らに促進されるよう、利用者 10 万人未満の駅に設置する費用に対する助成や税制

減免措置等の財政措置の拡充・延長、設置後の補修について助成を行うこと。  

 とりわけ、視覚障がい者の転落事故が多発しているとの報道もあり、視覚障が

い者が多く利用する駅などへの優先整備などについても検討すべきであり、事業

者との協働により、そうした取り組みについても検討すること。  

 また、高齢者や障がい者の方への介助については交通事業者に委ねられている

が、事業者の人的負担も増加しており、民間、地域の協力を得ながら「社会全体

で支えていく仕組み」について検討すること。  

 

(3)キッズゾーンの設置に向けて 

 保育中の子どもや通学中の児童や保育士が巻き込まれる事故が多発している。

そうした事故を防止するため、保育施設周辺の道路に「キッズゾーン」の設置を

進めるとともに、安全確保のための、ガードレールの設置を行う事。また、運転

手にも広く周知するため、免許更新の際に注意を呼び掛けるなど、キャンペーン

等を実施すること。 

 

(4)防災・減災対策の充実・徹底について  

 ハザードマップや防災マニュアル等を効果的に活用して、避難場所の把握や防

災用品の準備等自助・共助の視点のもと、市民が具体的な災害対策に取り組むよ

う、積極的・継続的な啓発活動を実施するとともに、精度の高い情報収集に基づ

く伝達体制を構築すること。 

 加えて、被害を低減させるための施設・装備を充実し、コロナ禍でも災害発生

時に機能する医療体制を整備・強化すること。また、「避難行動要支援者名簿」の

更新や、発災時を想定した避難行動、地域住民や事業者とも連携した具体的な訓

練を行うこと。さらに、災害発生時における情報提供ツールのホームページにつ

いて、見やすくわかりやすい様に工夫を行うこと。また、コロナ禍における新た

な防災計画を策定し、それぞれの状況に応じて感染拡大期・安定期・終息期に分

けて具体的に示すこと。 

 さらに、外国人のための災害発生時の多言語での対応について、必要とする情

報を、迅速、的確かつ分かりやすく、より多くの言語で提供するための専用ウェ

ブサイトやアプリ等を早急に開発すること。  

 

(5)地震発生時における初期初動体制について  

 南海トラフ地震の発生が懸念されているが、地震発生時においては、初期初動

体制が極めて重要である。大阪市においても、有期・短時間・契約・派遣等で働

く職員の比率が高まっており、緊急時に十分な対応ができるよう人員体制を確保

すること。また、震災発生においては交通機関が麻痺していることから、勤務地
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にこだわらず職員の自宅から最寄りの自治体に出勤し対応にあたる等、柔軟に対

応できるよう日常的に市町村間の連携を行うとともに、少なくとも 24 行政区にお

いては、「直近参集」が有効に機能するようすること。  

 また、地震発生の時間帯が帰宅・出勤（通学）時間帯と重なった際の帰宅困難

者の対応についても防災計画への反映を行い、帰宅困難となった住民に対して、

一時避難できる場所の確保にむけ、鉄道事業者、地域企業との連携に向けた検討

を行うこと。 

 加えて、企業・住民への日頃の防災意識の啓発と、災害ボランティアセンター

などとの連携など、いつ発生するともわからない災害への対策を強化すること。  

 

(6)集中豪雨等風水害の被害防止対策について  

 ①災害危険箇所の見直し及び防災意識の向上と啓発について 

 予測不可能な風水害が頻繁に起こり、予想以上の被害が発生している。災害の

未然防止のための斜面崩壊、堤防決壊等への対策が非常に重要であることから、

すでに整備済みであっても、危険度が高いとみられる地域の未然防止の観点から

も日頃の点検や対策を講じること。 

 加えて、住民の資産に影響を及ぼす可能性のある情報の提供について、地域の

実情を踏まえ、慎重かつ確実に実施するとともに、必要に応じてハザードマップ

の見直し点検を行いながら、一層の周知・広報を行い、日頃の防災意識が高まる

よう取り組むこと。 

 

 ②災害被害拡大の防止について 

 大型台風等大規模自然災害発生時における安全確保の観点から、事業活動を休

止する基準の設定等必要な仕組みを整備するとともに、市民への制度の周知・理

解促進を図ること。 

 事業活動の休止を発令する場合は、多様な手段で緊急情報を正確かつ迅速に伝

達できるようにすること。また、現場混乱を来すような情報発信は、市民生活に

大きな影響を与えることから厳に慎むこと。  

 加えて市民に不安を与えないためにコロナ対策に留意した上での対応を行う

こと。 

 

(7)公共交通機関での暴力行為の防止とその対策について 

 鉄道係員に対する暴力行為の件数は、高止まりという状況であり、お客様トラ

ブル事象やカスタマーハラスメントに分類されるような事象も数多くある。行政

として「公共交通の安全安心な利用」に向けた啓発活動の強化等の対策を講じる

こと。また、公共交通機関の事業者が独自で行う施策（防犯カメラの設置や警備

員の配置等）への費用補助等の支援措置についても検討すること。  

 

(8)交通弱者の支援強化に向けて 

 交通網が発達している大都市であっても、高齢者や障がい者など、移動に関す
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るハードルが高い市民がおり、また公共交通サービスの空白地帯も存在している。

そうした立場に置かれている「交通弱者」に対して、誰もが買い物ができ、医療・

介護、各種行政サービス等が受けられるよう、地域の実態を調査し、その結果を

踏まえて、シェアリングエコノミーや移動手段の確立、移動販売や商業施設の開

設・運営への支援など、必要な対策を検討すること。  

 

(9)持続可能な水道事業の実現に向けて 

 持続可能な水道事業の実現のため、水道事業体における専門性を有する人材の

確保・育成、技術継承および水道の基盤強化のための労働環境改善に向けた取り

組みを行うこと。 

 また、水道の基盤強化のための施策を検討する場合には、当該施策のメリット

だけでなく、デメリットやリスクについても正しく地域住民に説明すること。  

 加えて、民間事業者に水道施設運営権（コンセッション）を設定する場合であ

っても、当該民間事業者の透明性を確保し、受益者である住民の合意を得ること

なく、安易に水質低下や水道料金の値上げを行うことのない仕組みを担保するこ

と。 

 

７．新型コロナウイルス感染症対策関連施策  

(1)感染拡大防止に向けた対策強化について  

 ①医療提供体制の強化について 

 新型コロナウイルス感染症による医療崩壊を生じさせないため、重症病床をは

じめとした新型コロナウイルス感染症患者の受け入れのみならず、一般医療に制

限をかけることのない医療提供体制を整備すること。  

 加えて、中等症病床にて重症者の治療が可能となるよう高度な医療機器の増備

を行うこと。また、当面の病床確保のみならず、新たな感染症の拡大などの緊急

時に耐えうる医療人材の確保や、公・民の医療機関による連携を強化すること。 

 

 ②感染者受け入れ体制の強化について 

 新型コロナウイルス感染者を受け入れる療養施設（ホテル等）は、自宅療養を

必要とする特別な事情を要する患者を除き、受け入れを可能とする充分な確保を

行うこと。また、宿泊患者の急な容体悪化に迅速に対応するため、医師の配置や

医療機関との連携を強化すること。 

 さらには運営上の課題に対する相談窓口の設置をおこなうとともに、運営する

施設の従業員に対する感染防止対策に掛かる費用を負担すること。  

 

 ③ＰＣＲ検査の拡充について 

 新たな感染拡大の予兆を掴み、拡大を未然に防止するためにもワクチン接種と

並行しながら、ＰＣＲ検査等の検査体制を拡充するとともに、濃厚接触者に指定

された者の検査を確実に行うこと。また、過去にクラスターが頻繁に発生してい
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る医療機関、高齢者施設、保育所、福祉施設等については、定期的な検査を行う

などクラスター発生を未然に防止する措置を強力に推し進めること。  

 さらには、無症状者による感染拡大を防止するためにも、感染リスクの高い対

面での業務を行っている労働者に対して、希望する労働者が簡便に検査を受ける

ことが可能な体制を整えること。加えて、新たな変異株の発生と拡大に備えスク

リーニング検査体制の拡充と専門家による研究を支援すること。  

 

 ④感染防止のための支援拡充について 

 医療機関、高齢者施設、学校、保育所、対面サービス業のみならず、さまざま

な事業所が感染防止のためにマスクや消毒液など物資の購入や換気設備の設置

を行っていることから、必要な物資の購入等に対する費用の助成を行うこと。  

 また、通勤、オフィスワークにおける感染防止のため、時差出勤やテレワーク

を導入する事業所に対して、自治体としての指針を示すとともに、中小企業など

労務管理が脆弱な事業所に対する相談窓口を設置し体制整備を強化すること。  

 

 ⑤緊急事態宣言等の発令に伴う説明と周知について 

 緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の発令に伴う感染拡大防止の効果を発

揮し、事態を収束するためには、意識と行動変容を促し、意義と目的を共有する

ことが重要である。行政として、客観的根拠に基づく丁寧な説明とメッセージの

発信を行うこと。 

 また、飲食店をはじめとする各事業に対し休業要請を行う場合については、こ

れまでの休業要請に対する事業者への影響と、感染防止対策としての有効性につ

いても検証したうえで、客観的根拠に基づいた要請内容とすること。 

 

 ⑥ワクチン接種体制の強化について 

 ワクチン接種が迅速かつ計画的に確実に行われるよう、体制強化を図ること。

ワクチン接種が遅れる地域が生じないよう必要な支援を行うとともに、国・府に

対して計画通りのワクチン供給ができるよう連携を強化すること。  

 また、副反応情報などの確実な情報収集と市民に対する正確な情報提供を行う

こと。さらには、市域には若年層の単身世帯を中心に、かかりつけ医が無い市民

が多数居住しており、そうした市民が容易に接種出来るように、集団接種会場に

おける接種を継続すること。 

 

 ⑦保健所機能の強化について 

 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、保健所に求められる役割は多岐に渡

り、保健所職員の過重労働が深刻な状況となっている。また、公衆衛生活動の拠

点としての役割と当面の新型コロナウイルス感染症対策や新たな感染症など、緊

急時においても対応が可能となるよう職員を増員するとともに、大阪健康安全基

盤研究所と連携し感染症対策や公衆衛生活動を強化すること。  

 



13 

 

 ⑧感染者等への誹謗中傷やパワハラ・差別的扱いの禁止について 

 医療従事者はもとより、エッセンシャルワーカーや感染者などへの差別的発言

や SNS を利用した誹謗中傷などを根絶するため、広く市民に対して啓発活動を

行うこと。 

 また、差別的発言に至る背景には、情報の不足による不安や偏見があることか

ら、正確かつ迅速な情報発信をより一層強化すること。さらには、ワクチン接種

は自己の判断によるものであり、同調圧力による接種の強制や、接種しない者へ

の差別的発言や不利益な扱いを行わないよう広く市民に対する啓発活動を行う

こと。 

 

(2)新型コロナウイルス感染症対策に関する支援の強化について  

 ①雇用調整助成金特例措置の継続について 

 雇用調整助成金の特例措置は雇用の維持に重要な役割を担っており、打ち切り

や減額を行うことは失業者の増加に繋がり得ること、さらには、新型コロナウイ

ルス感染症対応休業支援金についても、事業所より休業手当の支払いを受けるこ

とが出来なかった労働者にとって、生活を維持するためには必要不可欠な制度で

あることから、それぞれ新型コロナウイルス感染症による影響が沈静化するまで

継続すること。また、財源については新型コロナウイルス感染症対策として一般

会計より支出するよう、国に対して強力に働きかけること。  

 

 ②新型コロナウイルス感染症拡大における各種支援制度の支給迅速化について 

 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う影響により、事業所を対象とした営業時

間短縮等協力金や雇用調整助成金、個人を対象とした休業支援金など、さまざま

な支援制度については、支援を必要とする者が確実に支援を受けることができる

よう認知度を高める取り組みを強化するとともに、支給の迅速化へ向けた体制を

整備すること。 

 

 ③生活困窮者への支援について 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により失業・休業を余儀なくされた生活

困窮者が増加していることから、支援金を拡充するとともに生活相談者自立支援

の相談窓口を充実させること。特にシングルマザーをはじめとする「ひとり親」

家庭に対する支援を強化すること。 

 また、住居確保給付金の 12 カ月を超えたさらなる延長や、緊急小口資金・総

合支援資金の特例貸付における返済の据置期間の延長など、実効性ある支援を国

に対して求めること。 

 さらには、現行の支援制度の活用状況を検証し、支援を必要とする者に確実に

届くよう認知度を高める取り組みを行うとともに、活用の進んでいない市町村に

対しては活用促進へ向けた働きかけを行うこと。加えて、複雑な手続きが制度の

利用を妨げることのないように手続きを簡素化すること。  
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 ④事業所支援の拡充について 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、飲食・観光業のみならずサプライチ

ェーンで連なる事業所や、対面サービス業、さらには人流を抑制することによっ

て危機に陥っている産業などさまざまであり、企業の経営努力のみで補え切れる

ものではないことからも、新たな支援制度や補助金の創設など国に対して求める

こと。 

 

 

８.大阪市地域協議会独自要請 

(1)大阪市地域協議会独自要請 

 ①「まち･ひと･しごと創生法」の理念に基づく創生戦略について  

 大阪市では、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、2016 年 3 月からの 5 年

間を期間とした「第 1 期大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の総括と、新

たな視点を加えた「第 2 期大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を 2022 年

3 月に策定、「魅力と活力あふれる大阪をつくる」、「誰もが活躍できる社会をつ

くる」、「健康で安心して暮らし続けられる地域をつくる」の 3 つの基本目標を設

定し、施策が総合的・継続的に推進されていると認識している。  

 第 2 期総合戦略には、「環境先進都市大阪の実現」による、さらなる SDGs の推

進や、外国人住民が地域社会の一員として安心して生活できる「多文化共生のま

ちづくり」、さらには、スマートシティについても推進を図るなどとされている

ほか、新型コロナウイルス感染症の影響に対しては、「新しい生活様式の定着、

DX の推進などポストコロナの社会環境に対応した地方創生の取組みを総合的に

推進」などとされえている。 

 第 2 期総合戦略の新たな視点には、これまで私たちが求めてきた観点も反映

されており、それらの点については率直に評価をしたい。しかしながらコロナ禍

の先行きを未だ見通すことが出来ない状況のなかにあっては、まずは自治体の最

大の使命といえる、住民の安全と安心を守るという観点から「まち・ひと・しご

と創生」の施策展開を図るべきではないかと考えている。  

 根拠法令となる「まち･ひと･しごと創生法」には、基本理念として「個性豊か

で魅力ある地域社会において潤いのある豊かな生活を営むことができるよう、そ

れぞれの地域の実情に応じて環境の整備を図る」のほか「仕事と生活の調和を図

ることができるよう環境の整備を図る」ことなどが謳われており、あらためて、

行政、住民、事業者など多様なステークホルダーによる連携・協働により、持続

可能で魅力ある創生戦略の策定と、ワーク・ライフ・バランスの推進が重要だと

考えている。「大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略」について、そうした視

点からの検証・検討を行い、包括的なアップデートを進めることを要請する  

 

 ②労働相談機能の強化と労働関係法令の遵守について 

 ワークルールの遵守、過労死や過重労働等の撲滅、長時間労働の是正、労働安
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全衛生の徹底など、雇用・労働環境の整備について周知・啓発をはかること。悪

質な事案があれば、関係先とも連携し、適切な施策を講じること。  

 また、労働相談については、ニーズに応じた迅速な対応が重要であることから、

ＳＮＳやＡＩを活用した 24 時間対応可能なシステム構築などについて検討する

こと。 

 

(2)経済・産業・中小企業施策 

 ①コロナ禍による経済のダメージの軽減と再生に向けての支援の実施について 

 コロナ禍による、経済への影響は非常に大きいものとなっており、経済対策は

急務である。とりわけ大阪市は、多くの生活者と事業者が集中する大都市であり、

今回のコロナウイルス感染症による、感染リスクへの懸念と経済への影響は非常

に大きいものとなっている。 

 大規模自治体である大阪市として、独自の雇用・労働対策の実施を要請する。 

 

(3)福祉・医療・子育て支援施策 

 ①地域医療の充実、健康で暮らせる地域社会の実現 

 コロナ禍の影響により「医療」「健康」への不安が高まっている。大規模な感

染症の流行が発生すれば、その感染症への対策への懸念だけでなく、日常の医療

や健康も脅かされるという事実も明らかになっている。  

 大阪市として、自治体の最大の使命といえる、住民の安全と安心を守るために、

改めて、地域医療の充実が図られるよう取り組まれることを要請する。  

 

 ②市民病院の地域拠点病院としての安定的な運営について 

 大阪市として、コロナ禍の状況のなかで、自治体の最大の使命である住民の安

全と安心を守るため、改めて、地域医療拠点としての市民病院の運営が行えるよ

う、大阪市として、必要な人員配置や予算措置を講じることを要請する。  

 具体的には以下の二点について要請する。  

 ・2018 年 3 月末に廃止された住吉市民病院が、積極的に取り組んできた小児、

周産期の体制を維持し、市域南部を中心に、入院機能を有した新病院の建設

が早期に着手される事を要請する。 

 ・市域北部の地域医療拠点でもある十三市民病院については、コロナウイルス

感染症病院として運用されているが、引き続き地域医療に混乱を来さないよ

う対応する事を要請する。 

 

 ③休日急病診療所の充実と増設を診療時間の拡大について 

 大阪市内には小児科専門の救急病院が少なく、休日夜間になると大阪中央急病

診療所（西区）に、患者が集中している。  

 小児救急はニーズが高く、かつ高度な水準が求められる医療現場である。また、

社会的な弱者に「しわ寄せ」が集中する課題でもある。  

 大阪市として休日急病診療所の充実と増設など独自の改善策を講じるべきで
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あると考えており、必要な措置を講じるよう要請する。  

 

 ④公衆衛生研究所の機能充実について 

 大阪市においては、2017 年 4 月より、直営により運営されてきた環境科学研

究所が統合・独法化され「地方独立行政法人  大阪健康安全基盤研究所」が発足

した。 

 本来、「公衆衛生検査所もしくは地方衛生研究所」は、国の要綱に基づいて、

公衆衛生の向上及び増進を図るための「都道府県又は指定都市における科学的か

つ技術的中核」の役割を担うべく設置されてきたものであり、新たな健康危機事

象が発生した場合、検査結果を基にした公権力行使の基盤となる組織である。  

 新型コロナウイルス感染症にともなう PCR 検査についても、その重責を担う

わけであるが、「（地独）大阪健康安全基盤研究所」にとっては、行政からの独立

性と採算性が強く要求される一般型独立行政法人であるにもかかわらず、担うべ

き範囲を超えた対応が迫られることとなったのではないかと危惧をしている。  

 2016 年 4 月に施行された感染症法では、自治体による「検査の責務」が明記

されており、新型コロナウイルス感染症をはじめとした新たな健康危機事象への

関心の高まりを受け、全国的に地方衛生研究所の機能強化が叫ばれている。大阪

市として「西日本の中核的な地方衛生研究所に相応しい機能」が担保できるよう、

「（地独）大阪健康安全基盤研究所」の機能強化に向けた必要な予算措置が講じ

られることを要請する。 

 

 ⑤児童いきいき放課後事業について 

 「児童いきいき放課後事業」については、現状では、就労する保護者のニーズ

に応えられているとは言い難いとの認識である。 

 また、コロナ禍により、子どもたちの生活環境にも大きな変化が起きており、

なかでも「子どもの貧困率」が高い大阪においては、そうした影響が顕在化して

いる。 

 私たちは、大阪市の放課後児童施策について、健全な児童の育成といった目的

だけでなく、就業者のワーク・ライフ・バランスからの観点や、社会的弱者に対

する施策、社会教育としての視点など、多様な視点からの事業の強化が必要であ

ると考えいる。「児童いきいき放課後事業」に対して、事業の充実に向けた予算

措置が行われるよう要請する。 

 

 ⑥コロナ禍の中における、社会のセーフティネットの再構築について  

 コロナ禍により、いわゆる「社会的弱者」と呼ばれる人々の生活不安が明らか

となっている。そうした背景の一因として、本来機能すべき「福祉」という社会

のセーフティネットが、必要な人々に届きにくい現状があると考えている。  

 私たちが行った、大阪市民を主な対象としたアンケートでも、「福祉」に対す

る関心は高く、行政として「with/after コロナ」のなかで、社会のセーフティ

ネットをどの様に担保していくのかが大きな課題であると考えている。  
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 そのためには、必要な支援が的確に提供できる仕組み作りが大切であり、区役

所をはじめとした各種相談体制の充実が図れるよう、必要な予算措置が行われる

ことを要請する。 

 

(4)教育・人権・行財政改革施策 

 ①すべての子どもたちに教育を保障すること 

 コロナ禍により子どもたちの学ぶ権利が大きく損なわれたと考えており、とり

わけ「子どもの貧困率」が高い大阪において、社会的な格差により拡大しつつあ

る「教育格差」の問題が顕在化しているのでは無いかと考えている。私たちが行

った、大阪市民を主な対象としたアンケートでも、「学び」に対する関心は非常

に高く、行政として「with/after コロナ」のなかで、社会的弱者への学習機会

の保証などについて包括的な視点での取り組みが求められている。  

 不登校児童・生徒等への支援、夜間中学の充実、帰国・来日児童生徒への十分

な対応や、障がいの有無に関係なく、地域の学校に進学し、安心して学ぶことの

できる条件整備など、すべての子どもたちに教育を保障するために、必要な措置

が講じられることを要請する。 

 

 ②教育費・医療費の完全無償化について 

 コロナ禍により子どもたちの学ぶ権利が大きく損なわれたと考えており、とり

わけ「子どもの貧困率」が高い大阪において、社会的な格差により拡大しつつあ

る「教育格差」の問題が顕在化しているのでは無いかと考えている。私たちが行

った、大阪市民を主な対象としたアンケートでも、「学び」に対する関心は非常

に高い。 

 とりわけ、保護者の経済力が、学力に大きく影響するということは、これまで

の様々な調査で明らかになっており、経済的負担を軽減し、学習の機会と学力の

底上げを期するための制度整備を要請する。  

 医療費についても、経済的な事情で子どもを医療機関で治療させることができ

ない保護者が存在しており、コロナ禍の状況の中で、こうした傾向が増すことを

危惧しており、子どもに関する医療費の全額無償に向けた制度整備を要請する。 

 

 ③子どもたちの学習環境整備について 

 大阪市においては、学校の統廃合が行われている一方、市内中心部では大規模

タワーマンションなどの建設により児童数が急増し、特別教室の転用や校舎の増

改築などが行われるなど学習環境の低下が懸念されている。  

 また、コロナ禍により子どもたちの学ぶ機会が大きく損なわれており、学校校

舎の設備面などにより学ぶ機会が制限されることがあってはならず、常に良好な

学習環境が維持できるよう教育環境の充実に向けて計画的に取り組むことを要

請する。 

 

(5)社会インフラ（住宅・交通・情報・防災）施策   
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 ①魅力ある「まちづくり」の進展について 

 大阪市においては、市内中心区域を中心として、児童数の減少を理由として学

校の統廃合が行われた後、大規模タワーマンションなどの建設により児童数が急

増し、急遽校舎の増築などを余儀なくされているなどの事象が発生している。

2020 年 10 月に改訂された「都市計画区域マスタープラン」には「国際競争に打

ち勝つ強い都市の形成」や「多様な魅力と風格ある都市の創造」などが謳われて

いるが、市場原理優先の都市開発により、住民不在の都市開発が進み、結果とし

て都市の魅力を損なうことを危惧している。  

 住民をはじめとした多様なステークホルダーによる連携・協働により、魅力あ

るまちづくりの計画が必要と考えており、そうした検討がすすむよう制度整備を

要請する。 

 


